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神
奈
川
県
は
、
緊
急
財
政
対
策
本
部
調
査
会

（
別
名
「
神
奈
川
臨
調
」
）
を
立
ち
上
げ
、
「
３

年
以
内
に
県
の
施
設
、
出
先
機
関
の
全
廃
」
「
県

の
単
独
補
助
金
の
一
時
凍
結
、
１
９
８
８
年
以
前

の
補
助
金
・
小
額
補
助
金
の
廃
止
」
「
職
員
人
件

費
の
率
に
よ
る
削
減
」
「
教
育
の
抜
本
見
直
し
に

向
け
て
教
育
臨
調
を
設
置
」
な
ど
の
方
向
を
出
し
、

７
月
に
中
間
ま
と
め
を
行
い
、
来
年
度
予
算
に
反

映
さ
せ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

「
神
奈
川
臨
調
」
が
大
ナ
タ
を
振
る
う
対
象
は
、

福
祉
、
教
育
、
医
療
、
農
業
、
市
町
村
な
ど
県
民

生
活
に
直
結
す
る
分
野
。
こ
れ
ら
の
補
助
金
を
バ
ッ

サ
リ
削
る
と
ん
で
も
な
い
動
き
で
す
。

黒
岩
知
事
は
「
書
い
た
文
言
の
通
り
原
則
廃
止
。

い
ま
あ
る
も
の
を
減
ら
し
て
い
こ
う
と
い
う
発
想

で
は
な
い
」
と
語
り
、
遮
二
無
二
ご
り
押
し
す
る

こ
と
を
あ
け
す
け
に
し
て
い
ま
す
。

黒
岩
県
政
の
や
り
方
は
、
「
住
民
の
福
祉
の
増

進
」
（
地
方
自
治
法
）
と
い
う
自
治
体
本
来
の
役

割
を
な
げ
す
て
、
「
独
裁
」
を
標
榜
す
る
橋
下
大

阪
市
長
に
負
け
ず
劣
ら
な
い
乱
暴
な
も
の
で
す
。

急
い
で
、
草
の
根
か
ら
の
反
対
運
動
を
ひ
ろ
げ
、

ひ
ろ
く
県
民
に
し
ら
せ
、
黒
岩
県
政
の
横
暴
に
反

撃
し
ま
し
ょ
う
。

・増田寛也 元総務大臣 座長

・石原信雄 元内閣府官房副長官

・小川賢太郎（株）ゼンショー
ホールディングス社長（牛丼す

き家の社長）

・坂野尚子（株）ノンストレス社
長（元フジテレビアナ、美容サ

ロンやサプリメント）

・高橋忠生（株）日産自動車特別
顧問（神奈川県経営者協会会長）

・内野 優 海老名市長

「神奈川臨調」の顔ぶれ

県独自の廃止対象の補助金等
県民要求でつくりあげた施策を破壊し県民・市町村の負担で生

み出す財源を知事重点政策に回すねらいで「住民福祉の向上」の

県の役割転換です。

■市町村補助
重度障害者医療給付(54億)、民間保育所運営費(10億)、合併処理

浄化槽整備(2千万)、初期救急医療確保対策(在宅当番医1千万)、

障害者グループホーム等運営費(1億7千万)

■市町村負担金・交付金
河川改修(2億)、相模川流域下水道処理場等所在地・鹿見堂排水

路(8千5百万)、酒匂川流域下水道処理場等所在地(3千万)、県大

気汚染常時観測測定網(2百万)

■教育・福祉・医療・県民運動団体への補助
私立高等学校経常費(165億)、私立幼稚園経常費(135億)、私立高

等学校等生徒学費(28億)、県信用保証協会(制度融資保証料引下

げに要する経費等 11億)、中小企業制度融資(11億)

老人福祉施設整備費(5億6千万)、日本スポーツ振興センター共済

掛金(県立学校災害医療費給付 2億2千万)、休日診療所の運営費

(8千8百万)、国保特定健診(建設業等 6千6百万)、

公衆浴場施設(4千8百)、民間社会福祉施設運営費(3千万)

かながわトラスト緑財団(7千2百万)、漁業共済掛金(2千6百万)、

かながわ都市農業推進資金(融資利子補給 2千4百万)、県野菜価

格安定対策等(生産者への交付助成 2千3百万)、造林事業(1千2百

万)

施設入所高齢者給付金(1千百万)、院内保育運営費(5百万)、集団

検診施設整備(ガン検診車整備4百万)、労働団体(メーデー,心身

障害児雇用促進事業等 2百万)、県高等学校総合文化祭(百万)、

かながわ女性会議支援(90万)、マンモグラフィ講習会(7６万)、

県原爆被災者の会(70万)、精神障害者家族会活動奨励(35万)、公

害病認定患者空気清浄機購入(20万)

県民が利用する施設を原則廃止
県民がつくりあげてきた財産の民営化・市場化。対

象は、県立音楽堂、近代美術館、体育センター、青少

年センター、県民センター、保土ヶ谷球場。

県の出先機関のきなみ廃止
廃止対象は、衛生研究所（放射能汚染分析）、温泉

地学研究所(地震研究)、農業技術センター、食肉衛生

検査所（ＢＳＥ検査など）、水産技術センター、産業

技術センター、中央消費生活センター、女性センター、

労働センター、総合職業技術校、保健福祉事務所・児

童相談所・土木事務所など。

社会福祉施設もやり玉に
ひばりが丘・中里学園などの１５施設の廃止・移譲・

統合など。

高い入居率なのに県営住宅が全廃対象
応募率は、一般住宅で約１０倍、高齢者等住宅で２

０倍以上、入居率は９３％と高いのに、これを全廃し

ようというもの。「住宅不足解消・市町が出来る事業」、

民間住宅の家賃補助方式・市町に移譲するやり方。

教育は「教育臨調」で抜本見直し
義務標準法改善といいながら、実情に合わせ学級定

数変更可能に。

多様な任用形態推進へ、非正規で人件費削減、義務

教育国庫負担制度改善、教職員固有手当て再評(廃止・

削減)、高等学校の公私の役割見直しと財政負担適正

化（私学助成の抜本的見直し）


